
図表１ 人口と世帯数の推移（名古屋市） 

令和 2年国勢調査 

図表２ 年齢３区分別人口割合の推移（名古屋市） 

令和 2年国勢調査 
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当たりの人員は減っ

ています。 

１ 社会全体の状況



図表３ 合計特殊出生率の推移（名古屋市と全国） 

令和 2年 人口動態統計（厚生労働省） 

令和 3年度 子ども青少年局調べ（名古屋市）(概数) 

※合計特殊出生率：15歳から 49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性

が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に産むとした時の、平均子ども数に相当する。 

図表４ 婚姻・離婚の推移（名古屋市） 

令和 2年版 名古屋市統計年鑑 

※婚姻・離婚率は、人口千人に対する割合 
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図表５ 平均初婚年齢の推移（名古屋市と全国） 

令和 2年 人口動態統計（厚生労働省） 

図表６ 世帯構造別構成割合の推移 

●名古屋市 

平成 27 年 国勢調査 

●全国 

平成 27 年 国民生活基礎調査（厚生労働省) 
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図表７ 共働き等世帯数の推移（全国） 

令和 2年版 男女共同参画白書(内閣府) 

１.「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは，夫が非農林業雇用者で，妻が非就業者（非

労働力人口及び完全失業者）の世帯。 
２.「雇用者の共働き世帯」とは，夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。 
３.平成 22年及び 23年の［ ］内の数値は，岩手県，宮城県及び福島県を除く全国の結果。 

図表８ ジェンダー・ギャップ指数（ＧＧＩ）における我が国の順位の推移 

（日本順位／測定可能国数） 

ＧＧＩ：ジェンダー・ギャップ指数 
世界経済フォーラムが、各国内の男女間の格差を数値化しランク付けしたもので、経済分野、教育分野、 

政治分野及び保健分野のデータから算出され、0が完全不平等、1が完全平等を意味している。 
測定可能な国数は 153 か国。 
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「共働きの世帯」は

「男性雇用者と無

業の妻からなる世

帯」を大きく上回

り、令和2年で1,240

万世帯です。 

日本のGGIは120

位と低い順位に

あります。 



図表９ 女性のための総合相談件数 

令和 3年度 スポーツ市民局調べ（名古屋市） 

図表１０ 女性福祉相談延件数（配偶者暴力相談支援センター及び社会福祉事務所） 

※相談件数には、男性からのＤＶ相談件数を含む 

令和 3年度 子ども青少年局調べ（名古屋市） 
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２ 目標１ 性別にかかわる人権侵害の解消



図表１１ 名古屋市男性相談件数 

令和 3年度 スポーツ市民局調べ（名古屋市） 

図表１２ ＤＶが人権侵害になることの理解度（名古屋市） 

●平成 22 年度 

●令和 3年度 

令和 3年度 市民アンケート（名古屋市） 
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図表１３ 人権にかかわる被害経験（名古屋市） 

●配偶者や恋人から暴言を吐かれること 

●職場や学校などで性的な内容の言葉をかけられるなど不快な思いをしたこと 

●痴漢行為 

令和元年度 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 
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図表１４ ＤＶ被害を受けた際の相談先（名古屋市） 

令和元年度 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 
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図表１５ デートＤＶ加害・被害の経験（名古屋市） 

●加害の経験       ●被害の経験 

平成 20 年度 デートＤＶに関する調査報告書（名古屋市） 
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図表１６ 愛知県内の性犯罪認知件数の推移 

令和 2年中の犯罪概況（愛知県警察本部） 

図表１７ 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）に寄せられた 

セクシュアル・ハラスメントの相談件数（全国） 

令和 2年度 都道府県労働局雇用環境・均等部(室)での法施行状況（厚生労働省） 
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図表１８ 性、年齢別自殺死亡率（全国） 

令和元年 人口動態統計（厚生労働省） 

図表１９ 男女平等参画に関する言葉の認知度（名古屋市） 

令和 3年度 市民アンケート（名古屋市） 
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きく開きがありま

す。 

「ＤＶ」と比べ、

「デートＤＶ」の

言葉の認知度は約

3分の 1と低く、

大きく開きがあり

ます。 



図表２０ セクシュアル・マイノリティ（性的少数者、性的マイノリティ） 

という言葉の認知度 

平成 30 年 性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）など         

性別に関わる市民意識調査（名古屋市）        
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言葉も意味も知っている 言葉は知っているが意味は知らない 知らない 無回答

(n)

女

性

男

性

(2,051)

(2,604)

認知度は約 8割と

全体的に高いです

が、若年層ほど「言

葉も意味も知って

いる」割合が高く

なっています。 



図表２１ 性的少数者の当事者が抱えている悩みや困りごと 

平成 30 年 性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）など         

性別に関わる市民意識調査（名古屋市）        
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家族の理解がなく、偏見や差別があると感じる

友人や職場、学校の理解がなく、

偏見や差別があると感じる

テレビや新聞、雑誌、コミック、インターネット

などで、偏見や差別があると感じる

周りに相談できる人がいない

いじめやハラスメントなどを受けている

（受けたことがある）

更衣室やトイレ、制服など男女で

区別されているものに対する抵抗がある

パートナーやその子どもが法的な親族でないことを

理由に、各種給付やサービス、住宅入居、病院での

面会、相続などを拒否されたことがある

就職や転職等で不利に扱われたことがある

適切な医療的措置を受けられる機関が

地域に少ない

医療的措置に要する費用負担が大きい

悩みや困りごとはない

全体

女性

男性

性的少数者の当

事者は、様々な偏

見や差別に悩ん

でいることがわ

かりました。 



図表２２ 社会全体における男女の地位の平等感（名古屋市と全国） 

●名古屋市 

●全国 
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男性の方が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている
平等だと思う どちらかといえば女性の方が優遇されている
女性の方が優遇されている わからない
無回答

9.2

13.1

11.3

61.0

64.4

62.8

24.5

18.4

21.2

1.0

2.1

1.6

4.0

1.7

2.8

0.3

0.2

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

全体

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている わからない

平成26年度
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22.2
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6.5
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6.6

1.1

1.9

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

全体

名古屋市では女性

の 78.8％、男性の

64.2％の人が、社会

全体において、男性

の方が優遇されて

いると答えていま

す。 

全国では、女性の

77.5％、男性の

70.2％の人が、社会

全体において、男性

の方が優遇されて

いると答えていま

す。 

令和元年度 男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府）

令和元年度

３ 目標２ 男女平等参画推進のための意識変革

令和元年度 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）

平成 26 年度 第 8回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市）



図表２３ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」に対する意見（名古屋市と全国） 

●名古屋市 

令和元年度 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 

●全国 

令和元年度 男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府） 
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賛成 どちらかと言えば賛成 どちらかと言えば反対 反対 わからない 無回答
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賛成 どちらかと言えば賛成 どちらかと言えば反対 反対 わからない

「夫は外で働き、妻

は家庭を守るべき」

に賛成する割合は、

名古屋市で 34.4％、

全国で 35.0％です。



図表２４ 女性が職業を持つことについての考え（名古屋市と全国） 

●名古屋市 

令和元年度 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 

●全国 

女性 

男性 

令和元年度 男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府）
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子どもができるまでは、職業を持つほうがよい 子どもができても、ずっと職業を持つほうがよい

子どもができたら職業をやめ、

大きくなったら再び職業を持つほうがよい

その他

無回答
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名古屋市では「子ど

もができても、ずっ

と職業を続けるほ

うがよい」とする人

が男女ともに大幅

に増えています。

女性

男性

全国では、「子ども

ができても、ずっと

職業を続けるほう

がよい」とする人が

男女ともに多いと

いう結果が出てい

ます。



図表２５ 審議会等への女性の登用状況の推移（名古屋市と全国） 

令和 3年度 スポーツ市民局調べ（名古屋市） 

図表２６ 地域活動の委員における女性比率（名古屋市） 

令和 2年度 スポーツ市民局調べ（名古屋市） 
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区政協力委員 学区委員長 民生委員・児童委員 単位協議会会長
保健環境委員 学区会長

（%）

（年度）

すべての委員につい

て女性代表比率は増

加傾向にあるもの

の、増加幅は大きく

ありません。 

名古屋市審議会の

女性委員の登用は

ここ数年横ばい傾

向にあります。 

４ 目標３ 方針決定過程への女性の参画



図表２７ 市職員における管理職女性比率（名古屋市と政令指定都市） 

令和 3年度 総務局調べ（名古屋市） 
令和 2年度 女性の政策・方針決定参画状況調べ（内閣府） 

図表２８ 市職員における係長昇任選考（行政職・事務）受験比率 

令和 3年度 人事委員会事務局調べ 
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令和 3年度の女性の

係長昇任選考受験率

4.2%となり、前年度

より増加しています

が、長期的には横ば

い傾向となっていま

す。 

名古屋市の行政管理

職における女性比率

は増加傾向にありま

すが、政令指定都市

平均を下回っていま

す。 

※教員・消防職を除く全職種 

（消防長は含む） 



図表２９ 教員における管理職女性比率（名古屋市と政令市平均） 

図表３０ 地方議会女性議員比率
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政令指定都市議会

都道府県議会

選挙記録（名古屋市選挙管理委員会事務局）

女性の政策・方針決定参画状況調べ（内閣府）

令和2年の名古屋市議

会は、68人のうち 18

人が女性です。 

※管理職は校長・教頭

令和 2 年度刊指定都市教育統計資料の比較

（指定都市教育委員会事務局調査統計主管課) 

名古屋市の教員にお

ける管理職女性比率

は、小学校・中学校

ともに政令市を下回

っています。



図表３１ 男女別、年齢５歳階級別労働力率（名古屋市） 

平成 27 年 国勢調査 

図表３２ 性・年齢別、平均週就業時間（全国） 

令和 2年 労働力調査年報（総務省統計局） 
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（時間）

（年齢）

女性 男性

子育て期にあたる 30

代から女性の平均就

業時間は減少します

が、男性は 30 代から

40 代にかけてピーク

を迎えます。 

女性の労働力率は、

出産、子育て期に低

下する、「Ｍ字型」と

なっていますが、Ｍ

字の谷は、徐々に小

さくなっています。

５ 目標４ 雇用等における男女平等

H27・女性

H22・女性

H22・男性

H27・男性

（%） 



図表３３ 男女間所定内給与格差の推移（男性の所定内給与＝100）  

※「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。 

※「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い又は１日の所定労働時間が 

一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者をいう。 

※「正社員・正職員」とは、事業所で正社員、正職員とする者をいう。 

※所定内給与額の男女間格差は、男性の所定内給与額を 100 とした場合の女性の所定内給与額を算出している。 

令和 3年版 男女共同参画白書(内閣府) 

図表３４ 男女別非正規就業者割合の推移（名古屋市） 

平成 29 年就業構造基本調査 名古屋の就業構造（名古屋市） 
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男性一般労働者の給与

水準を 100 としたとき、

女性一般労働者は 74.3

に留まっています。 

女性の半数以上は

パートやアルバイ

トなど非正規就労

者です。 



図表３５ 仕事と生活の理想と現実（名古屋市） 

令和元年度 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 

図表３６ ワーク・ライフ・バランスの希望と現実（全国） 

令和元年度 男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府）
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4.8 

11.6 

5.3 
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2.3 

1.6 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性：現実

男性：希望

女性：現実

女性：希望

「仕事」を優先 「家庭生活」を優先 「地域・個人の生活」を優先

「仕事」と「家庭生活」をともに優先 「仕事」と「地域・個人の生活」を

ともに優先

「家庭生活」と「地域・個人生活」を

ともに優先

「仕事」と「家庭生活」と「地域・

個人の生活」をともに優先

わからない

●理想 

●現実 

男女ともに約半数の

人が「仕事と生活ほぼ

半々」を理想と答えて

いますが、現実には 

男性の 73.8％、女性の

44.8％の人が仕事に

偏っています。 

男性では「仕事と家

庭生活をともに優先

したい」といった複

数の活動をバランス

よく行いたいとする

人の割合が高いです

が、現実には「仕事」

を優先している人の

割合が高い傾向にあ

ります。



図表３７ 仕事と生活のバランス（名古屋市） 

令和 3年度 

令和 3年度 市民アンケート（名古屋市） 

図表３８ 保育所等入所待機児童対策（名古屋市） 

令和 3年度 子ども青少年局調べ（名古屋市）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

女性

男性

自分の希望通りになっている 自分の希望より「仕事」に偏っている

自分の希望より「生活」に偏っている 無回答
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40.2 

33.2 

29.6 

22.3 

39.4 

24.0 

27.2 

19.8 

9.4 

10.3 

7.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

女性

男性

2,339 
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1,882 
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1,913 1,972 
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1,064 
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833 929 882 759 
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280 0 0 0 0 0 0 0 0
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1,000
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2,000
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3,000

H24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3

待機児童対策数 利用保留児童数 待機児童数

女性は仕事と生活の

バランスが「自分の希

望通りになっている」

という意見が最も多

く、男性は「仕事に偏

っている」という意見

が最も多くなってい

ます。 

令和 3年 4月現在、 

国の定義に基づく除

外児童数を除いた待

機児童数は、8年連続

0人となっています。

平成 22 年度



図表３９ １日のうちで仕事に要する時間（名古屋市） 

令和元年度 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 

図表４０ 男性の育児休業等取得率（名古屋市職員） 

令和 3年度 総務局調べ（名古屋市） 
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全体(1874)

女性(1078)

男性(794)

18～29歳(94)

30歳代(143)

40歳代(236)

50歳代(208)

60歳代(188)

70歳代(209)

18～29歳(81)

30歳代(91)

40歳代(157)

50歳代(146)

60歳代(158)

70歳代(161)

なし ３時間未満 ３時間～５時間未満 ５時間～７時間未満

７時間～９時間未満 ９時間～１１時間未満 １１時間以上 回答なし

男

性

女

性

(1,078)

(794)

9.0 

15.9 

23.7 

0 20 40 60 80 100

H30

元

R2

（％）

（年度）

※男性の育児休業等取得率については、次の①～③により、週休日を除き 20日以上取得した場合
（連続である必要はない） 

「①育児休業、②産前 8週・産後 8週の間で職免等、③①及び②の組み合わせ」、教員を除く

男性職員の育児休

業等取得率は年々

増加しているもの

の、23.7%に留まっ

ています。 

子育て期と思われ

る 30～40 歳代の

男性の 6割以上が

9時間以上働いて

おり、男性が長時

間働いています。



図表４１ 男女別育児休業取得率（全国） 

※労働基準法上の産前産後休業や年次有給休暇、配偶者の出産に伴う休暇であって専ら 

配偶者の支援を目的とするものは、育児休業に含まない。 

令和 2年度 雇用均等基本調査（厚生労働省） 

図表４２ 職場における育児休業制度について（名古屋市） 

●育児休業制度の有無 

●利用のしやすさ 

令和元年度 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 
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46.7

31.6

44.3

8.0

9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R元

H26

ある なし 無回答

53.8

50.0

33.2

28.9

31.9

31.4

40.5

36.0

11.5

15.9

24.7

33.9

2.9

2.7

1.5

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R元：女性

H26：女性

R元：男性

H26：男性

利用しやすい どちらともいえない 利用しにくい 無回答

令和 2年度の育児

休業の所得率は、女

性の 81.6％に対し

て、男性は 12.7％

と大きな差が生じ

ています。 

女性の半数以上が育児

休業制度を「利用しや

すい」と回答している

のに対し、男性は

33.2％にとどまってい

ます。 

制度があると回答した

人は大きく増加しまし

た。 



図表４３ 平日家事に要する時間（名古屋市） 

令和元年度 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 

図表４４ 夫婦の生活時間（全国） 

●共働き世帯 

●夫が有業で妻が無業の世帯 

平成 28 年 社会生活基本調査（総務省）
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女性-無職

男性-有職

男性-無職

なし 30分未満 30分～1時間未満

1時間～2時間未満 2時間～3時間未満 3時間～4時間未満

4時間～5時間未満 5時間以上 無回答
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4:19
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0:36

4:23

4:49

5:04

5:08

4:37

4:48

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H28：夫

H23：夫

H28：妻

H23：妻

1次活動（睡眠・食事等） 2次活動（仕事・通勤）

2次活動（家事・育児・介護等） 3次活動（自由時間等）

10:21
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0:04
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0:41

6:54

6:55

5:19
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6:36

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H28：夫

H23：夫

H28：妻

H23：妻

平日の家事に要する時

間は、有職女性では 

「1～2時間未満」が

18.1％と最も多い。有

職男性では「30 分未

満」が最も多く、1時

間未満が約 7割を占め

ています。 

夫の家事等の時間は

少なく、妻の 4時間

23 分に対して、夫は

41 分です。 

６ 目標５ 家庭・地域における男女の自立と平等参画



図表４５ 地域活動への参加経験（名古屋市） 

令和元年度 第 9回男女平等参画に関する基礎調査（名古屋市） 
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PTAや子ども会

女性会などの地域女性団体

老人クラブや高齢者グループ

町内会・自治会
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消費や環境などの市民活動

教養・趣味・スポーツサークル

地域における防災活動

参加したことがない

その他

無回答

全体

女性

男性

地域活動への参

加は、全体として

男性より女性の

方が参加してい

る人の割合が高

く、また、参加し

ている人の多い

活動は、「町内

会・自治会」次い

で「ＰＴＡや子ど

も会」です。
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